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 1.  環境配慮の方針 
1-1  緒言 

 

  
 

東京海洋大学はかけがえのない母なる海の環境を守ります 
 

 

私たちを含めたあらゆる生物は海を起源としています。原始的な生物が進化を繰り返し海か

ら陸上へと進出し、また、あるものは進化の帰結として海を生活の場とすることとなりました。

私たちは沢山の恵を海からいただいています。 

地球表面積の70％を海が占め、雲や雨を含めた地球の水の97％が海にあります。海は地球環

境を維持するための一大循環を作り、四季を作り出し、個々の地域の特徴を作り上げてきまし

た。 

しかし急速な人口爆発や文明の進歩の過程において、人が排出する物質や熱量は、海と地球

が受け持てる自浄能力以上であったがためなのか、近年著しい変化を見せ始めています。 

私たちの東京海洋大学は海を教育と研究の中心に据えた日本で唯一の大学であり、「海を知る、

海を守る、海を利用する」をミッションとしています。海は陸上の活動を反映するものですが、

すぐにはその影響が見えないものです。 

私たちは、研究と教育の成果として生み出された環境保全と環境修復の知識を単に理解する

だけではなしに、社会と野外での実践の中からその知識と技術を検証することを目指します。 
このかけがえのない母なる海の恵みを日本の人々、アジアの人々、そして世界の人々が一緒

になって何時までも享受できるよう、東京海洋大学の教職員、学生一同は地球環境の持続的な

保全をめざし、陸（おか）から海から守る為に積極的な役割を果たします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人 東京海洋大学長 髙井 陸雄 

（たかい りくお） 
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 1-2  事業活動における環境配慮の方針 
 

 

私たちが暮らす地球は、その７割が海で占められた水の惑星です。地球は海を介して生命活動

を繰り返す一大システムを作り上げています。しかも海、雲、雨、河川という水の大循環によっ

て地球環境はほどよく保たれています。 

私たちの命の源である海の汚染に対する許容量はそれほど大きくはありません。人類の文明活

動が高度化するとともに、陸上の人間活動が海洋の環境変化に大きな危害を与えた時には、それ

を元に戻すには長い年月と多くの労力を要することになるのです。 

東京海洋大学は海を中心とする教育研究を行っています。このかけがえのない海をこれからも

人々の活動の場として持続的に利用できるようにするため、次のことを掲げまたこれらを日常的

に活動していきます。 

 

１．地球温暖化の引き金となる大量エネルギー消費を避ける工夫を行います。直接的なエネルギ

ー消費のみならず、利用する商品、器具、装置等についてもエネルギー節約を考えながら購

入･使用します。 

２．排水･廃棄物、高濃度有機物、無機物の取り扱いに細心の注意をはらいます。もちろん水の使

用量についても節約をはかります。 

３．大気、水の汚染防止に向け、身近な領域から汚染の源となるものの排出量を削減するととも

に、その管理の実施と将来的なロードマップ作成とにシステマティックに取り組みます。 

４．大学を挙げて、環境に関心が持てる教育プログラムをすべての学生・教職員に向けて行いま

す。 

５．水の惑星を維持し続けるために、地域の人々と水とエネルギーの利用について考えます。 

 

限られたエネルギー資源、水を有効に利用することが私たちの社会を持続的に維持するための

必要な条件です。海が未来永劫、地球環境維持の一大システムであり続けるためには、私たち東

京海洋大学の教職員･学生が先頭に立ってこの問題に様々な視点から取り組む必要があります。 
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 1-3  報告に当たっての基本的要件 
 

「国立大学法人 東京海洋大学 環境報告書 2007」は以下により作成しています。 

 

◆ 環境報告書の対象 

対象組織   ： 東京海洋大学キャンパス （品川、越中島） 

対象期間   ： 平成 18年 4月 ～ 平成 19年 3月 

発行期日   ： 平成 19年 9月 

次回発行予定 ： 平成 20年 9月 

 

連絡先    ： 東京海洋大学財務部施設課 

〒108-8477 東京都港区港南 4-5-7 

℡ 03-5463-0382  FAX 03-5463-0386 

作成     ： 環境保全委員会 

 

参考にしたガイドラインは環境省「環境報告書ガイドライン 2003年度版」です。 

 

 

 

2.  大学概要 
 

東京海洋大学は、平成 15年 10月 1日、東京商船大学と東京水産大学が統合して設立された大

学です。海洋の活用・保全に関する技術・知識の向上をめざし、海洋資源の確保、海上輸送技術

の高度化、環境保全、海洋政策等に関する総合的な教育研究を行うとともに、新たな海洋産業の

振興・育成にかかわる学際的・先端的研究を行っています。このように、本学は、環境保全を重

要な教育研究目標の 1つとして位置づけています。また、それは社会に対する本学の責務でもあ

ります。 
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 大学機構図  
 

（平成 18年度） 

百周年記念資料館

海事システム工学科

海洋電子機械工学科

流通情報工学科

練習船等ｰ汐路丸、やよい

清水臨海実験実習所

運航性能実験水槽室

船舶実験実習センター

海洋環境学科

海洋生物資源学科

食品生産科学科

海洋政策文化学科

海洋科学部

海洋工学部

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌｰﾏｽｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ室

練習船等ｰ海鷹丸、神鷹丸、青鷹丸、ひよどり

水産教員養成課程

水産資料館

放射性同位元素利用施設

水族環境調節施設

電子顕微鏡室

廃水処理施設

監事

事務局

学務部

附属図書館

保健管理センター

総務部

学長 役員会

理事 経営協議会

海洋生命科学専攻

監査室

財務部

水産専攻科

学内共同教育研究施設

乗船実習科

漁船運用学専攻

航海課程

進路指導情報室

決算室

越中島地区事務室

人事課

国際・研究協力課

財務課

調達・経理室

学生サービス課

入試課

施設課

労務管理室

社会連携室

社会連携推進共同研究センター

広報・評価室

先端科学技術研究センター

教育研究評議会

海洋科学技術研究科

博士前期課

海運ロジスティクス専攻

海洋システム工学専攻

海洋環境保全学専攻

食機能保全科学専攻

教務課

情報処理センター

水圏科学フィールド教育研究センター

総務課

越中島分館

事務部

機関課程

博士後期課
応用生命科学専攻

応用環境システム学専攻
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 教職員等・学生数  
 

平成 18年 5月 1日現在  3,368人 

◆ 役員数 

学長 理事 幹事 合計 

1 4 2 7 

 

◆ 教職員数 

区 分 教 授 助教授 講 師 助 手 事務等職員 合 計 

海洋科学部 53 52 1 30 50 186 

海洋工学部 41 32 5 16 15 109 

海洋科学技術研究科 3 3  3  9 

保健管理センター 1 1   3 5 

先端科学技術研究ｾﾝﾀｰ    1  1 

社会連携推進共同研究ｾﾝﾀｰ  2    2 

水圏科学ﾌｨｰﾙﾄﾞ教育研究ｾﾝﾀｰ     7 7 

情報処理ｾﾝﾀｰ     2 2 

事務局、図書館     132 132 

総計 98 90 6 50 209 453 

役員＋教職員数 460人 

◆ 学生数 

学部    大学院   

 学生総数 うち女性数   学生総数 うち女性数

海洋科学部 919 （382）  海洋科学技術研究科 621 （203）

海洋工学部 570 （79）  水産学研究科 29 （13）

水産学部 374 （138）  商船学研究科 9 （1）

商船学部 255 （30）  合計 659 （217）

合計 2,118  （629）    

専攻科・乗船実習科・研究生等 

 学生総数 うち女性数

水産専攻科 30 （10）

乗船実習科 42 （5）

研究生等 59 （20）

合計 131  （35）

大学在学生数 2,908人（881）人 
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 学部等説明  
 

 
◆ 海洋科学部  

 地球表面の 70％余りを占める海洋は、地球上の生物に快適な環境を与えると同時に膨大な資源

の宝庫です。海洋を科学的に調査し、海洋環境保全・修復を図りながら、食料を安定的に確保す

るために資源を持続的かつ有効に利用することを海洋科学部は目指しています。さらに、海洋生

物から得られる食料の安全性の確保・向上と新しい機能を持つ食品の開発に努めています。また、

自然科学に加えて社会科学・人文科学的な視点から海洋利用や海洋管理のあり方を検討し、政策

提言するとともに、海洋がもたらす文化や海と人の共生関係について考究する文理融合型の分野

も設立しています。 

 このように海洋科学部は「海を知り、海を守り、海を有効に利用する」総合的な教育研究を行

っています。 

 

学科及び概要 講  座 

＜海洋環境学科＞ 
 海洋における諸現象を測定・解析・理解・予測する総合的な海洋学と

海洋環境の保全・修復に関する科学・技術を教育研究します。 

 
海洋生物学 
水圏環境化学 
環境システム科学 
環境テクノロジー学 

＜海洋生物資源学科＞ 
 食料の安定的確保のために、海洋生物資源の保全と持続的利用を目指

し、海洋生物の増養殖に関する学理と技術及び適正な生産・管理システ

ムに関する理論と方法を教育研究します。 

 
生物資源学 
生物生産学 

＜食品生産科学科＞* 
 海洋生物を中心とした食資源を化学、微生物学、物理学、工学的な手

法を用いて余すことなく利用する技術開発を行うとともに、安全性の確

保・向上と新しい機能を持つ食品の開発と評価を教育研究します。 

 
食品保全機能学 
食品品質設計学 

＜海洋政策文化学科＞ 
 望ましい秩序ある海洋利用と管理のあり方について、国際的な視点に

立った政策提言と実践及び人と海との共生的関係を目指した利用法な

ど、新たな海洋産業・海洋文化の発展にも対応できる教育研究を行いま

す。 

 
国際海洋政策学 
海洋利用管理学 
マーケティング（寄附講座）

＜水産教員養成課程＞ 
 全国に 40 数校設置されている水産系高校の教員養成を目的とする課
程です。入学後は上記４学科のいずれかに所属することになります。 

 

 

 



7 

◆ 海洋工学部  

 わが国の国際貿易貨物のほとんど（重量で 99.7 ％）は海上輸送に頼っています。それを支える

のが海運産業です。海洋工学部は、船舶職員の養成を行うとともに、海から未来へ、産業貿易立

国としての将来への発展を視野に、海運・海事関連産業のみならず、広く、物流、電子、機械、

流通、情報産業などにおいて、次世代を担う高度な専門技術者を養成しています。 

 このため海洋工学部では、「海事システム工学」、「海洋電子機械工学」、「流通情報工学」の３つ

を柱として、工学的かつ実務的なアプローチを重視して、社会ニーズに適合した教育研究を行っ

ています。 

学科及び概要 講  座 

＜海事システム工学科＞ 
 次世代の船舶職員の養成や高度な運航技術の基盤となる、航法、測

位、運航管理、制御、情報通信に関する教育研究を行います。さらに、

最先端情報化技術を取り入れた遠隔情報サービス、遠隔運航支援シス

テムの開発、管理、運用などの統合的で専門的な海事システム工学に

関する教育研究を行います。 

 
情報システム工学 
海洋テクノロジー工学 
海事管理学 

＜海洋電子機械工学科＞ 
 船舶機関システムをベースとして始まった、新しい動力機械及び先

端的な電子制御システムの開発、運用、管理など、エネルギーの有効

活用と環境保全の視点に立って、機械工学、電子工学、海洋工学など

に関する幅広い教育研究を行います。 

 
動力システム工学 
海洋機械工学 
海洋サイバネティクス 

＜流通情報工学科＞ 
 流通における物資流動及びこれと表裏一体の関係にある情報を一元

的に捉え、工学的観点から教育研究を行うとともに、経済のグローバ

ル化に対応した流通経営システムなどの商学的視点も取り入れること

により、わが国で初めてのロジスティクス・システムに関する総合的

かつ専門的な教育研究を行います。 

 
流通工学 
数理情報 
流通経営学 

 

 

◆ 大学院海洋科学技術研究科  

 海洋科学技術研究科は、海洋科学部、海洋工学部のそれぞれの専門領域を深化させるとともに、

融合した学際領域について新しい教育研究分野として創生します。 

 本研究科は区分制博士課程とし、博士前期課程は、海洋生命科学、食機能保全科学、海洋環境

保全学、海洋システム工学、海運ロジスティクスの５専攻で構成し、学部の専門基礎教育に立脚

した高度専門職業人等を養成します。博士後期課程については、応用生命科学、応用環境システ

ム学の２専攻で構成し、先端領域を切り拓く自立した高度専門職業人等を養成します。さらに、

独立行政法人水産総合研究センター、独立行政法人海洋研究開発機構及び独立行政法人海上技術

安全研究所と連携して（連携大学院）、教育研究の一層の充実と大学院生の資質向上を図っていま

す。 
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［博士前期課程］ 

専攻及び概要 専攻分野 

＜海洋生命科学専攻＞ 
 海洋生物の生理・生態を生命科学としての学問体系の中で理解を深

め、それら生物が海洋で生活できる特殊な仕組みの解明やその特徴を

活用した生物資源の管理と修復保全、収穫システムや増養殖生産、環

境計測や有益環境の創出等、生物生産に係わる総合的な高度利用に関

する学理と技術を教育研究します。高度専門職業人の育成を目指した

「養殖安全マネージメントコース」も開設しています。 

水圏生物科学 
生物資源学 
ゲノム科学 
先端魚類防疫学 
応用微生物学 
 

＜食機能保全科学専攻＞ 
 水産食品を中心とする各種食品の製造・貯蓄・流通・消費などに関

する諸原理と先端技術を教育研究します。特に、人の健康増進及び恒

常性の維持を視野において、原料から消費に至るまでの食品の安全

性・健全性の確保と向上及び食品の機能性向上について、それらを支

える化学的・微生物学的・物理学的・工学的な視点から、また、学際

的な技術の開発などについて、そのデザイン能力と遂行能力を総合的

に教育研究します。 

 
食品保全機能学 
食品品質設計学 
ヘルスフード科学（寄附講座）

＜海洋環境保全学専攻＞ 
 海洋環境における様々な現象を理解し、変動機構を解明すると共に、

海洋環境の保全と修復を目指して、人間活動に伴って加えられた海洋

環境への負荷を抑制・除去するための方策を打ち立てます。このため、

物理学、化学、生物学、数学、情報科学などの理学的な取り組みに加

え、環境保全のための工学や現象を社会科学的な視点から価値判断す

るなど、総合的・学際的な教育研究を行います。 

 
海洋生物学 
海洋化学 
環境システム科学 
環境システム工学 
海洋利用政策文化学 

＜海洋システム工学専攻＞ 
 海洋人工物と海洋環境の調和という観点に立って、海洋観測・調査・

作業機器や船舶・機械構造物などの海洋人工物を構成する機器・機械、

それらを統合した運用システムまでの広い分野について、システム工

学・環境工学・安全工学を核とする学問体系の下で、開発・設計・構

築あるいは製作技術についての教育研究を行います。 

 
環境テクノロジー学 
動力システム工学 
海洋機械工学 
海洋サイバネティクス 
海洋探査・利用工学 

＜海運ロジスティクス専攻＞ 
 海上貨物輸送の主体である船舶の安全運航を高度な技術を用いて実

現し、海洋環境保全に配慮しながら海上輸送の効率化を図るとともに、

蓄積された船舶運航技術を海洋構造物の開発等新たな分野に応用する

教育研究を行います。 

 
情報システム工学 
海洋テクノロジー学 
海上安全テクノロジー 
流通システム工学 
流通経営学 
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［博士後期課程］ 

専攻及び概要 専攻分野 

＜応用生命科学専攻＞ 
 海洋生物の特異な生理・生態・機能を、個体レベルから集団レベル

にわたって最先端の分子生物学・化学を駆使して総合的に解明し、そ

の成果と環境との調和に基づく海洋生物資源の確保・維持管理、安全

かつ高品質の海洋生物資源の増産及びそれを利用した食品の設計、海

洋生物の特異機能を応用した物質生産と次世代型機能性食品の創製

等、生物生産系及び食品系の複合領域も含めて、海洋生物資源の持続

的生産と高度有効利用に応用するための先端的学理と技術開発につい

て教育研究します。 

 
応用生物科学 
食品機能利用学 
ゲノム科学 
先端魚類防疫学 
応用微生物学 
ヘルスフード科学（寄附講座）

（※）魚類生理機能学、応用

資源動態学、水産資源生態学、

水産生物機能学 

＜応用環境システム学専攻＞ 
 海洋環境の解明・応用・保全に関する先端的学理と技術開発につい

て教育研究します。海洋の変動機構の解明・予測、海洋環境を構成す

る物質の変動・拡張などの高精度計測・予測技術、海洋資源探査シス

テムの構築、海上輸送システムや推力システムの開発、環境調和型推

進エネルギー開発などが対象となります。また、海洋環境保全や海と

人間の共生の観点からの管理方策の提言などのための研究も含まれま

す。 

 
海洋環境学 
環境保全システム学 
海洋利用システム学 
（※）海上安全テクノロジー

ロジスティクス 
海洋機械システム学 
産業政策文化学 
（※）海洋探査・利用工学 

（※）は連携大学院  

 

◆ 水産専攻科 

 海洋科学部の卒業生に対して、１年間の課程で水産専攻科が置かれています。 

 水産専攻科は、海洋・水産分野における船舶の運航に関する高度な知識と技術を持った海上技

術者を育てるために設置されているもので、海鷹丸、神鷹丸、青鷹丸などの学部所属練習船によ

る実務教育に重点を置き、航海実習や漁業実習、海洋観測実習などを課すことによって優れた船

舶職員養成を図っています。 

 海洋科学部は、三級海技士（航海）の第一種養成施設として国から指定を受けており、学部及

び水産専攻科の課程を修了した者は、国家試験のうち筆記試験が免除されます。 

 

◆ 乗船実習科 

 海洋工学部では、海事システム工学科・航海システムコースおよび海洋電子機械工学科・機関

システム工学コースの卒業生に対して、６か月間の課程で乗船実習科が置かれています。 

 乗船実習は、航海訓練所の大型練習船を用いて行われ、航海システムコースの卒業生は帆船（日

本丸または海王丸）、機関システム工学コースの卒業生は主に 5,000トンクラスの汽船で実習を行

い、大型船の船舶職員として必要な様々な知識・技術を習得します。また、各寄港地では現地の

人達との交流を通じ、国際人としての基本を身につけます。 

 海洋工学部は、三級海技士（航海・機関）の第一種養成施設として国から指定を受けており、

乗船実習科を修了した者は、三級海技士（航海）または三級海技士（機関）の国家試験のうち筆

記試験が免除されます。 
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 3.  環境配慮の取り組みとその評価 
 

 東京海洋大学の環境配慮への取り組み（環境目標）は、「エネルギー関係」、「環境汚染関係」、

「環境経営システム関係」に大別されます。以下に 2006年度の各項目の具体的実施計画とその結

果に対する自己評価をまとめます。なお自己評価は、各部署のアンケート結果をもとに教育研究

評議会と環境保全委員会が行っています。 

難易度 

A：難易度が高いもの、新規事業など  B：難易度の中位のもの、予算措置の必要な事項など 

C：難易度の低いもの、従来から実施している事項など 

取り組み計画に対する達成度の自己評価（教育研究評議会） 

◎：目標を達成  △：目標をある程度達成しているが、さらなる努力が必要 

◆：本年度は施行せず 

１．エネルギー関係 

1) 省エネルギー 

実施計画 難易度 自己評価

学内広報により節電を要請する C ◎ 

空調の適温化を徹底する C ◎ 

空調・冷却設備の保守点検をこまめに行う B △ 

エレベーターの適正使用を徹底する C △ 

照明の適正化、昼光の利用を積極的に行う C ◎ 

夏期（6月～9月）の軽装を推進する C ◎ 

エネルギー効率の高い各種 OA機器を積極的に導入する B △ 

自動消灯装置を導入する B △ 

2) 省資源、グリーン購入 

実施計画 難易度 自己評価

再生紙または未利用繊維への転換を進める C △ 

学内連絡や会議用事前配布資料をメールで配信してペーパーレス化を推進する C ◎ 

保存文書を電子化する B △ 

エコマーク商品を優先的に購入する C ◎ 

再生材料から作られた製品を優先的に購入する C ◎ 

間伐材、未利用資源などを利用した製品を積極的に購入する C △ 

環境への負荷が少ない製品を優先的に使用する C ◎ 

用紙の両面利用を進める C △ 

3) 節水、水の効率的利用 

実施計画 難易度 自己評価

ホームページ、ポスター、ステッカーなどで節水を呼びかける C ◎ 

節水型家電製品、実験装置、水洗トイレなどを積極的に購入する A △ 
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２．環境汚染関係 

1) 二酸化炭素の排出抑制、大気汚染などの防止 

実施計画 難易度 自己評価

大気汚染の少ないプロセス・機器を採用する B △ 

事故や災害の際の汚染防止対策の準備を行う B △ 

2) 化学物質対策 

実施計画 難易度 自己評価

有害性の恐れがある化学物質について、その種類、使用量、使用場所、保管

場所などを経時的に把握し、記録・保管する 
B △ 

有害性の恐れがある化学物質の排出量の計測を行う B △ 

有害性の恐れがある化学物質の表示を徹底する C △ 

使用した有害物質を回収するシステムを構築する C ◎ 

有害物質のタンクなどの保守・点検を定期的に行う C △ 

特定フロンの回収･適正処理に取り組む C △ 

3) 廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理 

実施計画 難易度 自己評価

使用済み封筒を再利用する C ◎ 

再使用やリサイクルしやすい製品を優先的に購入する B ◎ 

リサイクルしやすい OA機器を購入する B △ 

包装･梱包の削減や再使用に取り組む C △ 

分別回収ボックスの適正配置などにより、ゴミの分別を徹底する C ◎ 

回収資源ごみのリサイクルを確認する C △ 

コピー機、プリンターのトナーカートリッジの回収とリサイクルを進める B ◎ 

有害廃棄物、医療廃棄物の管理に取り組む C △ 

4) 排水処理 

実施計画 難易度 自己評価

水質汚濁の少ないプロセス・機器を採用する A △ 

適切な廃水処理装置を設置する B △ 

有害物質や有機汚濁物質が混入しないようにする C ◎ 

水質汚濁などについて、法令による基準より厳しい自主管理基準を設定し、

その達成に努める 
B △ 

5) 建築物の建設・解体などにあたっての環境配慮 

実施計画 難易度 自己評価

地域の自然環境との調和に配慮し、生態系や景観の保全に取り組む C ◎ 

構内の緑の保存のため保存樹木を決定し、枯損防止に努める C △ 

放置自転車などを撤去するとともに、駐輪場などの効率的管理体制を構築す

る 
C ◎ 

竣工建築の環境面に配慮した管理、メンテナンスなどを行う B △ 

現状から用途転換をするなどの計画プロジェクトの前に、環境影響評価を行

う 
A △ 
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３．環境経営システム関係 

1) 環境保全のための仕組み･体制の整備 

実施計画 難易度 自己評価

環境経営システムを実行する役割分担などを明確に定める C △ 

環境保全活動などを実行する組織を作る C △ 

環境保全に必要な情報やその実績、評価などを内部で適切に伝達する仕組み

を作る 
B △ 

外部からの意見や苦情、問い合わせに対応する仕組みを作る B △ 

環境コミュニケーションの結果などを記録する仕組みを整える A △ 

委託契約などの項目に環境配慮を組み込む A △ 

2) 環境教育、環境保全活動の推奨 

実施計画 難易度 自己評価

教職員などに環境意識の向上や保全活動に必要な教育を行う計画を進める C △ 

教職員などが環境保全活動上必要な資格、能力などを保有できるように養成

する 
B △ 

教職員の採用時に、環境に対する意識の高さや知識などを条件にする C △ 

ボランティア休暇など、組織の制度として支援システムを作る C △ 

学生に教育を行い、実験・研究による環境汚染の防止を徹底する C △ 

環境に関する研究や活動を行っているサークルなどを支援する C △ 

通勤・通学などに公共交通機関を利用するように指導する C ◎ 

環境に関する科目、学科がある C ◎ 

環境に関する科目を必須とする B △ 

図書館に環境に関する図書を豊富に揃える B △ 

3) 情報提供、社会貢献、地域の環境保全 

実施計画 難易度 自己評価

意見聴取を定期的に行い、環境に対する取り組みの際に考慮する B △ 

地域のボランティア活動などに積極的に参加し、協力や支援を行う B △ 

環境に関連する表彰制度を実施する B ◆ 

4) 環境に関する研究、技術開発 

実施計画 難易度 自己評価

環境に関する市民向けセミナー、学会、シンポジウムなどの開催や、環境に

関する書籍、研究報告書などを発行する 
B △ 

環境に関する調査・研究を自己又は研究機関などに委託して積極的に行い、

成果を発表する 
A △ 

資源、省エネ、環境保全を達成することを可能にする技術を開発し、社会に

提供する 
A △ 
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 4.  環境配慮の取り組みの体制 
環境マネジメントシステム（環境保全のための組織・体制） 

 

 

環境・省エネに対する取り組み組織 
Ecology (Energy) Management System 

 

◆ 環境保全委員会 

・環境保全に関する事項 

・廃棄物，毒物等の適正な管理及び処理に関する事項 

・大気の汚染，水質の汚濁，騒音等の公害防止に関する事項 

・構内交通の基本方針の策定及び実施に関する事項 

・省エネ等環境負荷の低減とその教育に関する事項 

・環境報告書等の作成及び公表に関する事項 

・環境保全活動に係る教職員、学生及び地域との連携に関する事項 

・その他環境に関し必要な事項 

・  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全委員会において環境保全、廃棄物・毒物等の適正な管理及び処理と大気汚染・水質汚

濁・騒音等の公害防止に関する事項及び 省エネ活動、環境報告書の作成など環境に関する事項

について検討が行われています。委員会は各学科・学内共同教育研究施設代表及び事務局などで

組織され、環境一般を検討するとともに、環境・省エネ対策をより浸透させることを目指してい

ます。 

◆ 薬品等管理検討小委員会 

・ 薬品等管理に関する事項 

（試薬管理システム TＵＬＩＰの導入・普及） 

・危険物等に関する事項 

・その他薬品等に関し必要な事項 
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 5.  環境配慮の取り組みの状況 
5-1  省エネ（ECO・eco）キャンペーン 

 

 

新大学発足後、環境保全にかかわり、さまざまな取り組みを計画し、実施してきました。重要

な取り組みのひとつとして、平成 16 年度からの電力における省エネルギー対策があります。「地

球環境を考える・省エネ（ECO・eco ）キャンペーン」を立ち上げ、特に夏季の使用電力量の抑

制をめざしています。平成 17年度からは、同キャンペーンを毎年２回（夏季、冬季）に行ってい

ます。また、電力に加え、ガス、水道についても、省エネへの取り組みを検討しています。 

使用電力量の抑制をめざした具体的な取り組みは、大学全体向けと教職員向けがあります。大

学全体の取り組みは、不在時のエアコン停止と消灯、室温設定 28℃以上（冬季は 19℃以下）の励

行、階段の利用、図書室の活用などです。また、大学会館や他の研究室等への訪問も提案してい

ます。これは、省エネに加え、コミュニケーションならびに教育・研究交流の活発化にも寄与す

ると思われます。 

教職員による取り組みについては、大きく２つが実施されています。第１は、日常の対策とし

て、夏季軽装の徹底、不在時のエアコン・電灯・パソコンの停止、昼休み中の節電、早期帰宅、

フィルターの清掃などです。第２は、デマンド警報の発令です。デマンド超過が予想された時点

で、デマンド警報を全学に発し、後述する EMSリーダー会の指示の下、事務室、教員研究室など

のエアコンの運転を中止するというものです。 

教職員・学生が、省エネ活動に対して、その重要性を理解し、省エネ活動にインセンティブを

もって、積極的に参加するということを促すために、EMSリーダー会という組織を作っています。

EMSリーダー会は、各学科・部課あるいは各建物・階の代表者から構成されています。省エネキ

ャンペーンの取り組みについての意見交換を行い、また、教育・研究の弊害とならないよう、さ

まざまなアイディア・工夫について検討しています。このように、コミュニケーションをとりな

がら、自らの問題として積極的に省エネに取り組むことを、教職員・学生によびかけています。 

 

 

 



15 

 2006 年夏 キャンペーンポスター  
 

地球環境を考える・省エネ
（愛称ECO･eco）キャンペーン

地球環境保全は
東京海洋大学の目標

・ 使わない時はこまめに消す

・ 昼休みは照明もエアコンも止めて

・ 室温設定２８℃以上の励行

・ 階段利用で体力ＵＰ

・授業以外で、教室は使わないようにし

ましょう

・ エアコンの効いた図書室や大学会館

等へ

・ 電力を使う作業はピークシフトをしま
しょう

省エネで充実させよう教育と研究
H１８年 ７・８・９月 夏の省エネルギー

「エコ・エコできました！？」と笑顔で，声かけ合いましょう

（全学掲示用）環境・省エネ活動へのご協力ありがとうございます
東京海洋大学

環境・省エネ部会

 

越中島キャンパスの電力事情

越中島デマンド実績
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目標電力（720kW)

平成１7年6月28日（火）
最大時間　　1４：00

気　　　温　　36.2℃

１日の使用最大電力量　　１２，４３８ｋＷh

ピークの時
間

最大電力と使用電力量
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平成　年

最
大
電
力
(
kW
)

点線は予想
キャンペーン実施

４百万kWh

電力予想

昼休み節電でここをへこ
ませましょう

日負荷推移

最大電力

約１．５％／年の伸び
予測だった

約2％／年の伸び予測だった

使用電力量

約１１％低減
できた

H17 年 のキ ャ ン
ペーンでは約３％
使用電力量を低減
できた

最低目標電力(2８0Kw)
コンセントから抜いて帰り

ましょう

デマンド
８１７ｋＷ

越中島掲示用環境・省エネ活動へのご協力ありがとうございます
東京海洋大学

環境・省エネ部会

 

 

品川団地デマンド実績
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平成１7年6月28日
最大時間　　1５：00
気　　　温　　36.2℃
１日の用電力量26,350kWh

　　ピークの時間

目標電力(1530kW)

品川キャンパスの電力事情

電力予想 日負荷推移

昼休み節電でこ
こをへこませま
しょう

最大電力と使用電力量
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平成　年

最
大
電
力
(
kW
)

点線は予想
キャンペーン実施

６百万MW

最大電力2､000ｋW以上
で特別高圧電力に変更要

使用電力量

最大電力

最大電力は２年間
低いレベルで推移

最低目標電力
（670kW）

コンセントから抜
いて帰りましょう

使用電力量は
H１６年度と
ほぼ同じ

デマンド
１，６０１ｋＷ

共に約４％／年の伸
び予想だった

品川掲示用環境・省エネ活動へのご協力ありがとうございます
東京海洋大学

環境・省エネ部会

 

教職員用

省エネ について
H１８年 ７・８・９月のエネルギー使用を抑えるため 対策１～３を実施する

対策 １

・夏季軽装の徹底（節度ある軽装でさわやかに）

・無駄なエネルギーはこまめに消す
（不在時のエアコン・電灯・パソコン等）

・昼休み時間の節電
（エアコン・電灯・パソコン等、外から見える形で）

・学生にも環境教育（まずは教職員が範）
（省エネやピークカットにも一声かけて支障ない範囲で協力を依頼）

・曜日を決めて早期帰宅
（ゆとりの時間で心も体もリフレッシュ）

・エアコンのフィルターはこまめに清掃（効率２０％up)

・エアコン停止時間には
フロアを移動し，他の研究室を訪問
（学域の違う研究との交流でハイブリットな研究が生まれるかも）

学生とのふれあいに努めましょう
（一方通行でないモラル教育，新たなコミュニケーションチャンス）

対策 ２

デマンド超過が予想された時点で全学に「デマンド警報」を発
し，事務室教員室等のエアコンの運転を中止する。

（各棟・各階毎に，担当者を選任し、エアコン等あらかじめ定
めた機器類を停止する）

最大需要電力を１回でもこえると、以降１年間高い電気代を払い続けるこ
とになります。

呼称「デマンド警報」

環境・省エネ活動へのご協力ありがとうございます

電気はもちろん学内のエネルギー使用全般について改めて見直し、
省エネ・節約できないか考えてみる

水・ガスなど

・装置の自動の運転（休日なのに平日と同じく作動してませんか？）

・ちょろちょろ水の流れ：一晩でお風呂一杯分

・ガス：必要なだけ湯を沸かしましょう

対策 ３

事務室・研究室の
扉内側に掲示

東京海洋大学

環境・省エネ部会

 
 

事務室・研究室の扉外側に掲示

軽装を励行中です

実施期間:平成１８年 ６月1日～9月30日

地球環境保護の一環として冷房温度の抑制に取組んでいます

外来者の方々も どうぞ軽装でお入りください

環境・省エネ活動へのご協力ありがとうございます

東京海洋大学

環境・省エネ部会

 

階段利用で体力アップ

地球環境を考え、
近くの階へは階段を利用しましょう

東京海洋大学 ＥＣＯ・ｅｃｏキャンペーン

（エレベータ内掲示用）環境・省エネ活動へのご協力ありがとうございます
東京海洋大学

環境・省エネ部会
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 2006 年  冬 キャンペーンポスター  
 

地球環境を考える・省エネ
（愛称ECO･eco）キャンペーン

・ブラインドをあけて太陽の恵み

・昼休みは照明も暖房も止めて

・自習は暖房のきいた図書館で

・補助暖房は非常手段

・暖房中の室温は１９℃を目途

・ウォーム・ビズで省エネ参加

省エネで充実させよう教育と研究

Ｈ１８年度 12・１・２・３月冬の省エネルギー

「エコ・エコできました！？」と笑顔で，声かけ合いましょう

（全学掲示用）

地球環境保全は東京海洋大学の目標

環境・省エネ活動へのご協力ありがとうございます
東京海洋大学

環境保全委員会

 

越中島キャンパスの電力事情

越中島ではナイター
設備で、夕方に
ピークを迎えます

日負荷推移

待機電力節減で
最低電力を
更新しよう
目標２３０ｋｗ

昼休み節電で、
このように、

ここがへこみます

環境・省エネ活動へのご協力ありがとうございます 東京海洋大学

環境保全委員会

越中島団地デマンド実績
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平成１7年12月14日
最大時間　　17：00
天気・気温　　晴れ/5.5℃

最低電力
目標２３０ｋｗ

 
 

品川キャンパスの電力事情
日負荷推移

昼休み節電で
ここをへこませ
ましょう

待機電力の節減で
最低電力を更新しよう
目標４３０ｋｗ

環境・省エネ活動へのご協力ありがとうございます 東京海洋大学

環境保全委員会

品川団地デマンド実績
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平成１8年2月6日
最大時間　　14：00
天気・気温　曇り／2.0℃

目標電力
４３０ｋｗ

 

教職員用
省エネについて
Ｈ１８年度 12・１・２・３月の省エネ対策

対策 １

・無駄なエネルギーはこまめに消す

・残業時は部分点灯で

・昼休み時間の節電
（エアコン・電灯・パソコン等、外から見える形で）

・学生にも環境教育
（まずは教職員が範、昼休みの消灯 学生へのお手本に）

・定時退勤日の実施 （ゆとりの時間で心も体もリフレッシュ）

・空調機のフィルターはこまめに清掃（効率１０％アップ）

・使用頻度の少ない部屋はラジエーターバルブを閉じる

デマンド警報が鳴った時点で全学に連絡し，事務室教
員室等のエアコンの運転を中止する

（品川1,601kW  越中島820kW
夏に達成したデマンド値、冬に超えては水の泡）

特に越中島キャンパスで
は冬にもピークが出そう

ナイター設備

呼称「デマンド警報」

水・ガスなど

・装置の自動運転（休日なのに平日と同じく作動してませんか？）

・ちょろちょろ水の流れ：一晩でお風呂一杯分

・ガス：必要なだけ湯を沸かしましょう

・昼間の補助暖房：必要ですか？

・ラジエーターの前に荷物等を置いていませんか？
（輻射と対流が効果的になります）

（冬に扇風機を回すのも有効です！）

待機電力の節減

小さなエネルギーでも長時間では大きな値

例 ・パソコンの節電機能

・保温ポット

・テレビの待機電力

環境マインドをもった卒業生を世に

事務室・研究
室等の扉内
側に掲示

退勤時・休日前には
必ず切って
……コンセントから抜くのが理想!

環境・省エネ活動へのご協力ありがとうございます

対策 ２

対策 ３

対策 ４

東京海洋大学

環境保全委員会

 

階段利用で体力アップ

地球環境を考え、
近くの階へは階段を利用しましょう

東京海洋大学 ＥＣＯ・ｅｃｏキャンペーン

（エレベータ内掲示用）

東京海洋大学

環境保全委員会
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 5-2  総エネルギー投入量及びその低減対策 
 

 

◆ 総エネルギー投入量 

 東京海洋大学の主なエネルギーは電気、ガス、灯油等（暖

房用ボイラー）であり、年間約 120.5千 GJ（ギガジュ－ル）

のエネルギーを消費しています。 

 その割合は 電気：ガス：灯油など ＝ 83：7：10 とな

り、電気エネルギーの割合が大部分を占めていることがわか

ります。電気使用量は、H18年度は前年比 97.9％（10,289千

kwh）と減少したため、総エネルギー投入量としては 2.3％減

ったと思われます。 

 

主なエネルギー投入量    

H17年度 H18年度 
種 別 キャンパス 

年間使用量 GJ 年間使用量 GJ 

品川 6,659,568 64,997 6,503,736  63,476 
電気（kwh） 

越中島 3,849,771  37,574  3,785,669  36,948 

小計 10,509,339  102,571  10,289,405  100,424 

品川 80,803 3,636 72,730  3,273 
ガス（m3） 

越中島 119,982 5,399 113,213  5,095 

小計 200,785 9,035 185,943  8,368 

品川 166,240 6,101 195,779  7,185 ボイラー用 

灯油（㍑） 越中島 78,120 2,867 59,240  2,174 

小計 244,360 8,968 255,019  9,359 

品川 0 0 0  0 ボイラー用 

重油（㍑） 越中島 61,107 2,389 49,749  1,945 

小計 61,107 2,389 49,749  1,945 

品川 25  7 
その他 

越中島 263  368 

小計 288  375 

品川計（GJ） 74,759   73,941 

越中島計（GJ） 48,492   46,530 

総合計（GJ） 123,251   120,471 

 

平成 17年度：123.3千 GJ 

 
 

平成 18年度：120.5千 GJ 

 

約 2.3 ％の減少 



18 

◆ 低減対策 

 本学のエネルギーは電気エネルギーが多くを占めているこ

とから、主に節電を中心に省エネを図っています。教職員を

中心に学生も含め Eco・ecoキャンペーンを夏・冬に展開して

います。室内の温度設定はもちろん、契約最大電力量（契約

デマンド）をオーバーしそうな時は、大型空調機等を一時的

に停止することにより、電力量はもちろん最大電力量（デマ

ンド）が抑えられ、ピークカットに貢献しています。 

 

 

 

 

 

 

 

◆ エネルギー（電力）事情 

 

 

品川キャンパス 最大電力と使用電力量 
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共に４％／年の伸び予想だった 
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総エネルギー投入量（GJ）
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越中島キャンパス 最大電力と使用電力量

  

 

5-3  水道使用量及びその低減対策 
 

◆ 水道使用量 

 平成 18年度の水道使用量は 140千ｍ3（東京ドームの床に約 2.7ｍ積み上げた水量）であり、前

年と比べると約 8.5 ％少なくなっています。これはドラム缶（200㍑）に換算すると 65,000本分

節約したことになります。品川キャンパスでの養殖実験の使用量が 13千 m3減少したためと推測

されます。越中島キャンパスでは寮での使

用量がそれぞれ 4 千 m3増えています。全

体とすれば 13千 m3の減少となっています。 
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H18は約１０％伸びた。貸し出しグランド

のナイター設備を使用のため、増加した。

約1.5％/年の伸び予測であった

約2％/年の伸び予測であった 

H18のキャンペーンでは約１％ 

使用電力量を低減できた 
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平成 17年度：153千ｍ3 

 
 

平成 18年度：140千ｍ3 

 

約 8.5 ％の減少 
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◆ 低減対策 

 品川キャンパスでは、養殖実験の水使用

量は約 10％（約 8 千 m3）を占めているこ

とから、この水を濾過し一部の雨水と共に

トイレの水として再利用しています。トイ

レ水の再利用率は約 25％を占めています。 

 越中島キャンパスでは、寮の使用量が約

84％を占めていることから、共同風呂や洗

濯の節水に取り組むことを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

5-4  総排水量及びその低減対策 
 

◆ 総排水量 

 平成 18年度の総排水量は水道使用量とほぼ同量の 140千ｍ3（東京ドームの床に約 2.7ｍ積み上

げた水量）です。 

 

◆ 低減対策 

 品川、越中島キャンパスではプールの水や雨水は大腸菌などが排出基準以下であることを確認

してから、川に戻されています。水道使用量の項目にも記載しましたが、品川キャンパスの養殖

実験の水使用量は約 10％（約 8 千 m3）を占めていることから、この水をすぐに排出するのでは

なく、濾過し一部の雨水と共にトイレの水として再利用しています。 

 

◆ 排水の水質 

 本学の排水は、プールの水や雨水を除き公共下水道へ排水しています。公共用水域の水質保全

と下水道施設の維持管理の観点から水質規制に関する法律にもとづき排出しています。 

 このため品川、越中島キャンパスでは毎月 PH、BOD、SS（浮遊物質）、ヘキサン（油脂類）、 

亜鉛など 15種類の物質を測定し排出基準以下であることを確認しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

水再利用設備（中水設備） 
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 5-5  温室効果ガス等の大気への排出量及びその低減対策 
 

◆ 二酸化炭素排出量（ｔ－CO2） 

 1997 年 12 月に、地球温暖化防止に向けて各国の

取り組みの目標や国際的な仕組みを決めるために地

球温暖化防止京都会議が開かれました。 

先進国全体の温室効果ガスの排出量を、2008年か

ら 2012年の間に 1990年よりも 5.2％削減するように

議論され、日本でも数値目標（6％）が盛り込まれた

「京都議定書」が採択されました。 

 本学のエネルギー消費による温室効果ガス（二酸

化炭素）は、電気・ガス・灯油等・水道によるもの

であり、排出割合はグラフの通り 75％が電気です。 

総排出量は 4,962トン－CO2であり、前年より 2.2％ 

減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 低減対策 

 本学のエネルギー消費による温室効果ガス（二酸化炭素）は、上グラフの通り 75 ％が電気で

す。総エネルギー投入量の項目にあるように、学生、教職員を中心に Eco・ecoキャンペーンを夏・

冬に展開しています。 

 またガス対策として越中島キャンパスのガス空調機（GHP）を更新した際に、消し忘れを防ぐ

ために１時間で空調が切れる方式を採用し、無駄なエネルギーを消費しないための工夫をしてい

ます。 

 

 

 

平成 17年度：5,076トン－CO2 

 
 

平成 18年度：4,962トン－CO2 

 

約 2.2 ％の減少 

 
H１８年度CO 2 排出割合 

水道 
2% 

灯油等 
15% 

ガス 
8% 

電気 
75% 

二酸化炭素排出量（ｔ－CO2）

2,040

3,049

1923

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H１７年度 H１８年度

　越中島

　品川

3,039

計5,076トン 計4,962トン
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 5-6  化学物質排出量・移動量及びその低減対策 
 

本学では、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR

法）や東京都環境確保条例に対応するため、学内における化学物質の使用量を調査しています。

現状では使用量が 1000 kgを超過する PRTR法規定物質はありません。現在、化学物質の安全な

管理を実現するため、富山大学の協力により、化学物質使用量と廃棄量・廃棄方法を把握するた

めの「試薬管理支援システム：TULIP」の全学的運用を開始したところです。当支援システムは

すでに PRTR法、毒劇物取締法、労働安全衛生法などに対応していますが、本学ではさらに「都

条例」の情報も追加し、化学物質使用量、移動量等の確実・即時的な把握と、それに連動して排

出量の削減に努めています。 

また、実験廃液の処理については、有資格の企業に委託していますが、「廃棄物の処理および

清掃に関する法律」に準拠した廃棄物の分別法、貯蔵法、廃棄法を、本学の「健康・安全手帳」

に定め、それらに準拠して定期的に廃棄処分しています。 

毒物・劇物については本学の「毒物・劇物危害防止規則」に定められた方法で扱われ、廃棄も

同様に行われています。 

 

◆ 化学物質排出量・移動量及びその低減対策 

ア 化学物質の排出量・移動量及び管理状況 

本学では、生命科学研究領域で汎用される種々の化学物質が使われています。なかでもヒトや

魚を含む生物の重要な栄養素である脂質の研究が活発になされており、それらの研究に比較的多

量の有機溶媒（アセトン、ヘキサン、クロロフォルム、イソプロパノール、メタノールなど）が

使用されています。これらの溶媒は、抽出物の分析に使われるため、使用済み溶媒の再利用は不

適なことが多い状況です。やむを得ず過半の使用済み溶媒の処理は廃棄物処理業者にゆだねてい

ますが、たとえば、魚介類の餌料に用いる強化剤として動物プランクトン(アルテミア)から脂質

を抽出する際など、抽出用有機溶媒が再利用可能な場合には当該溶媒の回収・再利用を心がけて

います。それにより溶媒使用量を 70%削減できた実績もあります。 

また、「試薬管理支援システム」の導入に伴い、使用予定のない試薬のリストアップ、研究室

間での融通や廃棄処分を予定しており、薬品ストック量・種の低減など、より安全な教育研究環

境の整備と研究スペースの確保を進めてゆきます。このようなシステムの導入により、学生も含

め、化学物質使用者が試薬使用・廃棄の都度オンライン入力することで、当該物質にかかわる法

規制、安全性などの情報を確認でき、本学の教育目標の一つである「環境に配慮できる学生育成」

にも合致するものです。 

 

イ 大気汚染防止法の有害大気汚染物質のうち指定物質（ベンゼン、トリクロロエチレン、テト

ラクロロエチレン）の排出濃度 

本学においては、大気汚染防止法の有害大気汚染物質のうち指定物質（ベンゼン、トリクロロ

エチレン、テトラクロロエチレン）の使用量は極めて少なく、問題はありません。また、化学物

質を頻用している研究室にはスクラバー装置付きのドラフトチャンバーを導入し、活性炭による

吸着、排出ガスの水洗浄を行っています。 
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 5-7  環境に関する規制遵守の状況 
・ アスベスト 

 

 アスベスト（石綿）による健康への影響が社会問題化しています。平成 17年 7月に施行された

石綿障害予防規則により、吹付けアスベスト（石綿）規制含有量の定義が重量割合において 5％

から 1％に変更になり、さらに平成 18年 9月に重量割合において 1％から 0.1％に変更になりまし

た。このため、本学の吹付け材のアスベスト（石綿）などのキャンパス別使用実態調査を改めて

実施しました。その結果は次のようになっております。 

 

キャンパス名 面積（㎡） 

品 川 1,953 

越中島 1,037 

吉 田 238  

坂田（ばんだ） 674 

合 計 3,902 

面積は参考数量です。 

 本学のアスベスト（石綿）などの処理には、アスベストを取り除いてしまう「撤去処理」によ

り行い、平成 18年 10月に完了しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アスベスト吹付け状況 

（梁、天井表面にアスベストが

吹付けられています。） 

アスベスト撤去完了 

（「撤去処理」され、天井には無害

の断熱板を取付けました。） 

（水産資料館収納庫の梁、天井部）
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 ・ 放射性同位元素利用施設 
 

放射性同位元素利用施設（海洋科学部）では、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関

する法律（放射線障害防止法）を中心とする、放射線・放射性同位元素（RI）等を規制する各種

法令に基づき、施設内作業環境はもちろん、学内外周辺環境に十分配慮した施設運営を行ってい

ます。 

 

◆ RIの取り扱いについて 

RIを取り扱うに当たっての行為基準を設け、これを守ることで放射線障害を防止し、公共の安

全を確保しています。具体的には、取り扱い者に対する教育訓練、被ばく線量の測定、健康診断

の実施、また施設内管理区域とその周辺環境における放射線量、RI 汚染状況の測定を行うほか、

RIの使用、保管、廃棄、運搬方法等についても基準を定めています。RIの取り扱い状況について

は、年に１回、文部科学大臣に対して報告する義務があります。 

 

◆ 海洋科学部放射性同位元素利用施設の設置について 

RIの使用施設、貯蔵施設、廃棄施設などの位置、構造

および設備が法令で定める技術上の基準に適合している

かを確認して国に申請し、許可を得た上で昭和 43年に設

置されました。また、設置以降も定期的に施設検査を行

っており、常にこれらの基準が維持されるよう努めてい

ます。 

 

 

 

 

◆ RI施設排水設備（左）と排気設備（右） 

施設内管理区域から出る排水や排気についても必ず放射線や放射能量を測定し、法定濃度以下

であることを確認してから排出しています。 

特に平成１６年３月には管理区域内全ドラフトを更新し、給排気バランスや効率を改善したた

め，作業環境の安全性がさらに向上しました。 
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  PCB廃棄物の取り扱い 
 

 

◆ PCB廃棄物の概要 

 PCB廃棄物はほとんど分解しないため、人の健康及び生活環境に係る被害を生ずるおそれのあ

る物質であることから、「特別管理産業廃棄物」に指定されており、通常の廃棄物とは別に保管、

収集運搬、処分の規制・基準に従っています。 

 

◆ 保管状況 

 東京海洋大学では、PCB を含んだ高圧コンデンサー3 台、変圧器 1 台、安定器 2,117 台を保管

しています。保管方法は関連法令に従い、下記のように保管しています。平成 18年度は学内での

移動及び数量変化はありません。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

◆ 対応 

 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（PCB特別措置法）に基づ

くとともに、東京都による PCB廃棄物処理計画の策定、PCB廃棄物の処分期限（H28.7）までに

無害化処理に努めていきます。 

 

 

 

PCB（安定器）保管状況 

保管場所は 

・屋根のある屋内 

・流失防止のため蓋付きの金属製容器 

・コンクリート床 

・高温にならない場所 で保管しています。

PCB（高圧コンデンサー）保管状況 

保管場所は 

・屋根のある屋内 

・コンクリート床 

・高温にならない場所 で保管しています。
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 5-8  総物質投入量及びその低減対策 
 

◆ 総物質投入量（コピー用紙） 

事業活動への資源の投入はコピー用紙等の紙類、

文房具、OA 機器、薬品類、工事及び役務など様々

な原材料がありますが、比較的わかりやすいコピー

用紙について説明します。 

平成１８年度のコピー用紙使用量は約 19,650kgで

す。教職員・学生数（3,368人）１人あたりの年間使

用量は、A4コピー用紙に換算すると約 1,380枚にな

ります。平成１７年度は約 1,540 枚となり、昨年度

と比較すると約１０．６％（１６０枚）の減少です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 低減対策 

 東京海洋大学では、コピー用紙の再利用・回収の推進により使用量の削減に取り組んでいます。

例えば、会議などの資料を最小限にしたり、ペーパーレス化を推し進めています。また、裏紙は

すぐリサイクル業者に出さないで、まず裏紙リサイクルボックスに保管し、コピー用紙として再

利用しています。多くのコピー用紙は両面使用した後にリサイクル業者に引き渡しています。こ

うした小さな積み重ねにより、コピー用紙の使用量がそれほど増加していない要因になっている

と思われます。 

 
 

 
裏紙リサイクルボックス 

不要裏紙をこのボックスに保管

し、コピー用紙として再利用します。

紙リサイクルボックス 

上段からコピー用紙、新聞紙等、

雑誌等に分別し、リサイクル業者に

引き渡しています。 

コピー用紙使用量

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

H1７年度 H18年度

ｋｇ

21,990 ｋｇ
19,650 ｋｇ

訂正：環境報告書２００６で、H17年度のコピー使用量
を21,000ｋｇと記載しましたが、21,990ｋｇの誤りでした
ので、訂正します。

平成 17年度：21,990kg  

 
 

平成 18年度：19,650kg 

 

約 10.6％の減少 
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 5-9  廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 
 

◆ 廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量 

・廃棄物等総排出量（一般＋産業廃棄物）は、平成１７年度の 402 トンから平成１８年度は 367

トンとなり、約８．７％減少しています。 

・一般廃棄物は 207トンから 211トンとなり、約１．９％

増加しています。 

・産業廃棄物は 195トンから 146トンとなり、約２５％

減少しています。これは平成１７年度に実験機器等（小

型船舶）の処分があり、今年度はこれらの処分が無く

なったため減少したと考えられます。  

・一般廃棄物は定常的に排出される物ですから、ほぼ同

量で推移していることは、リサイクルの促進が定着し

て行われていると思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 低減対策 

東京海洋大学では、廃棄物を「可燃」、「廃プラスチック」、「新聞紙」、「段ボール」、「びん」、「缶」、

「ペットボトル」、「落ち葉」の 8種類に分別する集積場を設け、リサイクルの促進によって、排

出量の削減に取り組んでいます。 

 
 

 

 

 

 

平成 17年度：402トン 

 
 

平成 18年度：357トン 

 

約 8.7％の減少 

一般廃棄物集積場 

 8種類に分別できる集積場に、各人または

掃除担当者が分別して排出しています。 

粗大ゴミ集積場 

 不用になった粗大ゴミを一時保管し、他の

教員が利用できる物は再利用しています。そ

れでも利用者が無い廃棄物は、業者に引き渡

しています。 

廃棄物等総排出量

0
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 5-10  グリーン購入の状況及びその推進方策 
 

 

 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づき、環境負荷低

減の製品・サービスなどの調達を進め、毎年その状況実績を関係省庁に報告しています。その状

況及び推進方法について説明します。 

 

◆ グリーン購入とは 

 製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、環境への負荷ができる

だけ少ないものを選んで購入することです。 

グリーン購入は、消費生活など購入者自身の活動を環境にやさしいものにするだけでなく、供

給側の企業に環境負荷の少ない製品の開発を促すことで、経済活動全体を変えていく可能性を持

っています。 

 

◆ グリーン購入・調達の推進方策  

 教育、研究活動において、紙・文具類・OA 機器類などをたくさん使用しています。環境との

調和と環境負荷の低減に努めるため、環境にやさしい物品・役務を積極的に選んでいます。 

 

◆ グリーン購入・調達の状況 

 環境負荷低減の製品・サービスなど（特定調達品目）は 17分野 264品目について調査をしてい

ます。主な分野の調達量・達成率は、以下のとおりで、達成率は、100％になっています。 

 

分野 品目 全調達量 特定調達品目調達量 特定調達品目調達率 

紙類 コピー用紙など 24,413kg 24,413kg 100％ 

文具類 ボールペンなど 82,003個 82,003個 100％ 

機器類 机・椅子など 355個 355個 100％ 

ＯＡ機器 コピー機など 132個 132個 100％ 

家電製品 エアコンなど 4台 4台 100％ 

照明 蛍光管など 1,108本 1,108本 100％ 

役務 印刷業務 115件 115件 100％ 
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 5-11  キャンパスクリーンデー 
 

 
 東京海洋大学では、「より良い教育環境作り」を主旨に、キャンパスクリーンデーを年２回実施

することとしています。平成 18年度は 6月 1日、10月 26日（品川キャンパス）と 6月 29日、

12月 6日（越中島キャンパス）に実施しました。 

 学長、理事、事務局長を筆頭に、各部局等に教職員・学生等多数の参加により、空き缶やゴミ

及び廃棄自転車の収集を行い、環境美化に汗を流しました。 

また、キャンパス周囲の歩道や植え込みの清掃を行い地域住民等や利用者の好評を得ました。 

 

◆ 品川地区スナップ 

    

教職員学生 両地区で春 484人、秋 507人の動員    担当教員から説明を受ける学生 
 

◆ 越中島地区スナップ 

     

                         地域への貢献（塀の外も） 
 
   卒業生の皆さん、自転車を後輩に譲るならそれなりに。 
      置きっぱなしはいただけません！  
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 5-12  環境会計（環境保全コスト） 
 

 学内の環境保全にかけられているコストは表のとおり、２９，９３０千円です。 

管理運営費は約２．９億円ですので、その内約１０％が環境保全にかけていることになります。 

また、学生及び教職員によるキャンパスクリーンデーの実施により、学内はもちろん、周辺道路を

清掃することにより、地域環境をすこしでも良くなることを目指しています。なお、このクリーデー

を実施することにより、学生の社会環境保全の意識向上にも役立っています。 

 

事  項 平成１８年度のコスト 

樹木のせん定など ５，９２０千円 

清  掃 ２４，０１０千円 

合  計 ２９，９３０千円 
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 5-13  練習船における海洋環境保全の取り組み 
 

東京海洋大学の練習船は日本近海から遠洋にいたるまで全世界の海域を実習教育・調査研究の

場としていますが、海洋の環境保全に全力で努めています。 

 

■海洋科学部所属練習船等：「海鷹丸（うみたかまる、1,886 t）」「神鷹丸（しんようまる、649 

t）」 

「青鷹丸（せいようまる、170 t）」「ひよどり（19 t）」  

■海洋工学部所属練習船等：「汐路丸（しおじまる、425 t）」「やよい、19 t」 

 

◆ 海洋汚染防止（海洋環境保全）について 

海難、油濁事故防止の対策を立て、海洋汚染防止に努めるとともに、海洋環境への負荷低減に

配慮した船舶の運航を行なっています。 

１．残飯等の食物ゴミの排出について 

大型船では生ゴミ処理装置を有し、バクテリア処理の後、無害化し排出しています。また

船内に食物ゴミを保管し、外地入港又は定系港に入港する度に、満載になりしだい処理専門業

者に引き渡しています。 

２．船内一般廃棄物の排出について 

可燃物（紙、木屑等）、不燃物（プラスチック、ビニール等）、瓶缶、ペットボトルに分別し、船内の

ゴミ箱に保管し、外地入港又は定系港に入港する度に専門業者に引き渡し、処理を依頼してい

ます。 

 

◆ 燃料油漏洩について 

燃料油補給時のみならず海難等の事故に起因する大規模な油の排出に対して、油の排出の削減

と制御をおこなうために油濁防止緊急措置手引書（油防除部署配置表）に記載の役割分担にした

がって対応しています。 

 

◆ 排出油防除資機材の備え付け 

油処理剤、油吸着剤の他、オイルフェンスを船内に保管し、緊急時に使用します。 

 

◆ バラストタンクの清水専用化 

船舶を安全かつ効率的に運航するために船体をある程度沈める必要があり、一般貨物船では海

水をバラスト代わりにし、貨物の積荷役に合わせ注排水が行なわれています。これにより各海域

固有の海洋生物が拡散し生態系に悪影響が及びます。 

練習船は荷役がないため急速な喫水変化がなく、バラストタンクを清水専用とする事で、仮に

排水しても異海域での海水混合を回避でき、海洋生物の拡散防止に役立ち、海洋環境への悪影響

がありません。 

 

◆ 大気保全について 

化石燃料を使用している船舶の原動機からは、地球温暖化の原因である CO2や酸性雨の原因で
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あるチッソ酸化物（NOx）、イオウ酸化物（SOx）が排出されます。環境に配慮した最新機器の搭

載と運航計画の見直しにより大気汚染の軽減に努めています。 

 

MARPOL73/78条約付属書Ⅵ（船舶からの大気汚染防止のための規則）の発効に伴い、2000年

1月 1日以降に建造される船舶の原動機は、それから発生するチッソ酸化物（NOx） が放出基準

に適合するものでなければなりません。各練習船は主機、発電機ともに基準に適合する原動機を

選定し搭載しています。また起動時の回転数を低めに抑えて、煤煙の排出を低減しています。 

 

◆イオウ酸化物（SOx）について 

｢船舶からの大気汚染防止のための規則｣のイオウ酸化物（SOx）についても、A 重油専焼原動

機を搭載し、どの海域においても使用規制に抵触することがないよう、硫黄含有率の少ない A重

油やガスオイルの使用に努めています。 

 

◆ 船舶発生油等焼却設備について 

NOx 規制の原動機と同様に、建造時に環境にやさしい焼却設備を選定し、機関室内に溜まった

廃油は環境規制に適合した方法で焼却処理されています。 

騒音に関しては、アクティブサイレンサーを使用し、低騒音化を図っています。 

 

◆ 省エネルギー運航 

排出ガスを減らすには燃料消費を効率化する必要があり、航海中は時間の許す限り減速運転を

励行しており、同時に主機動力を利用した軸発電機での船内給電を優先して主発電機を停めるな

ど燃料の節減を図っています。また停泊中は必要ない居住区画への給電を制限し、漁獲物の早期

水揚に留意し、魚倉用冷凍装置の早期停止に努めています。 
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5-14  業務を委託している業者の環境活動の取り組み 
 

 

東京海洋大学消費生活協同組合の活動  
 

 

大学生協は３つの社会的使命のもと、より良いキャンパスライフを提案するとともに、持続可

能な環境配慮社会の構築を目指して、組合員とともに東京海洋大学の特色を活かした各種活動に

取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 店舗での取り組み 

省エネ・省資源はもちろんのこと、生協の特徴を活かした活動を展開しています。 

 

◇ 分別・５Ｓへの取り組み 

廃棄物の分別や｢５Ｓ｣活動を推進し、環境にやさしく

気持ちよいお店づくりに取り組んでいます。 

*５Ｓ… 整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字の｢Ｓ｣

を表したもの 

・店舗には分別容器を設置しています。 

・油分は徹底分別回収して専門業者に処理委託してい

ます。 

・店舗は隅々まで清掃されています。 

 

◇ ３Ｒへの取り組み 

３Ｒ、すなわち「ゴミの減量（リデュース）、リユース、リサイクル」に取り組んでいます。ま

た、３Ｒの活動を通じた環境保全の啓発活動も進めています。 

・レジ袋の削減を呼びかけています。 

・再資源化のため、ミスコピー用紙を回収しています。 

・リユースし易い商品を積極的に提案しています。 

 

３つの 

社会的 

使命 

文化と高等教育の充実を願い 
魅力ある大学づくりに参加する 

事業を通じた活動 
店舗での取り組み 

商品・サービスでの取り組み 

学生の環境活動支援・地域連携

人間らしい豊かな生活、 
人と地球にやさしい社会を実現する

協同体験を大切にし、 
くらしのなかで協同の輪を広げる 

分別回収ボックス 
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◇ 環境マネジメント 

学内の事業者として、キャンパス環境保全のため組織的に活動に取り組んでいます。 

・大学の EMS（Ecology(Energy) Management System）

コンセプトを準拠しつつ、生協の特色を活かした

EMSを構築中です。 

・５Ｓや３Ｒを日常業務で PDCA サイクル（plan-do- 

check-act cycle）を廻し実践しています。 

・大学、組合員らとのコミュニケーションを密にして

います。また、活動の成果やナレッジのオープン化・

共有化を図り、活動の質の向上を図っています。 

・生協の連帯組織等と連携し、環境情報の収集に努め

ています。 

 

◆ 商品・サービスに関する取り組み 

◇ 食 

生協では従来より安全安心に取り組んできましたが、さらに環境の視点での商品開発に力を入

れています。 

・「安全で安心できるメニュー」を提供するために、独自の「食材採用基準」を持っています。

有害な食品添加物を排除し、産地や加工工場が明らかな安心・安全な食材を使用しています。 

・生協では無洗米を使用しています。米のとぎ汁は、下水を通して海洋等に放出されると、リ

ンや窒素成分により、海水の富栄養化によりブランクトンや藻の異常繁殖を引き起こすこと

があります。そのため、生協では特殊な精米処理された無洗浄米を使用しています。また、

無洗米化により、炊飯工程での水使用量が従来の１／３に低減しました。 

・生協学生委員とともに検討を進めていた間伐材を利用した割り箸を、越中島食堂にて 06年 5

月より使用開始しました。 

 

◇ 文具 

毎日使う文具ではグリーン購入法対応商品など、環境にやさしい商品の充実をめざしています。

なお、店舗にない商品はコープ文具カタログで注文できます。 

 

 

一言カードによる 
コミュニケーション 
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 5-16 環境関連の展示会への出展状況（社会連携推進共同研究センター）

5-15  環境に関する公開講座等（社会連携推進共同研究センター） 
 

◆ 海洋工学部の産官学フォーラムは、３学科毎に年１回開催を目標に、産官学連携による技術

革新・実用化研究等による社会貢献を目的として、三者が忌憚のない意見交換を行い、広く理解

できる討議の場として企画･開催しています。平成 18年度は、最近注目されているワールドワイ

ドの環境保全（地球温暖化・大気汚染・海洋汚染等）と省エネ（省資源・省人化・安全・代替新

エネ等）を技術テーマとして、産官学フォーラムを３回開催しました。 

・第 11回産官学フォーラム｢船舶･海洋を取り巻くエネルギー問題と環境保全技術｣(平成 18年 11

月 22日開催) 

・第 12回産官学フォーラム｢国際航空貨物の課題と展望｣(平成 19年 02月 23日開催) 

・第 13回産官学フォーラム｢船舶運航における省エネルギー･環境保全と安全管理｣(平成 19年 03月
22日開催) 

 

◆ 第５回 水産ゼロエミッション研究会・研究発表会（平成 18年 11月 19日）が本学で開催さ

れました。独立行政法人水産総合研究センターとチッソ環境エンジニアリング（株）による講演

が行われました。 

 水産分野においても、資源の有効利用、リサイクルなどの試みが進められ、これらに関連する

多くの技術開発が積極的に行われるようになっていますが、多くの面で立ち遅れているというの

が実情であります。このため産官学それぞれの研究分野の知見を集約し、今後の発展に資するた

め講演会を開催しました。その演題は次のとおりです。 

・独立行政法人 水産総合研究センター 瀬戸内海区水産研究所 主任研究員 内田 基晴 氏 

「海藻の乳酸発酵研究の現状と海藻発酵産業創出に向けた取り組み」 

・チッソ環境エンジニアリング株式会社 相談役 川端 辰彦 氏 

「効率的な排水処理とその応用」-水俣市のし尿処理施設の建設事例から- 

 

◆ フィッシング・カレッジ（平成 18 年中 12 回）を本学主催の下で開催しました。フィッシン

グジャーナリストで本学客員教授でもある奥山文弥氏を講師に迎え、講座編では自然、環境、生

物に関するセミナーとフィッシング事前レクチャーを行い、釣行編では相模湾、東京湾、多摩川

などに出掛け、実際に海・河川に出向き釣りを行いました。 

 

 

 

 

◆テクノオーシャンネットワーク(TOM)など主催のテクノオーシャン 2006（平成 18 年 10 月 18
日～20日）が神戸国際展示場で開催され、海洋環境保全・海洋工学等関係の研究者、企業関係者、
大学関係者が集まりました。本学の主な出展は次のとおりです。 

・海洋ブロードバンドプロジェクト・海洋ブロードバンドアンテナ&動揺安定装置（海洋工学

部 大津皓平 先生） 

・放射線誘起表面活性(ＲＩＳＡ)による工業的利用・ＲＩＳＡ放射線検出器の技術開発（海洋

工学部 賞雅寛而 先生） 

・ラングミュア・プロジェット膜（海洋工学部 大貫等 先生） 

・ＧＰＳと魚群探知機を用いた沿岸域詳細海底地形計測に関する研究（海洋科学部 内田圭一 先生） 
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 5-17 環境関連技術開発と地域連携で受賞（社会連携推進共同研究センター）

 

 
◆ 農林水産省主催のアグリビジネス創出フェア 2006（平成 18年 10月 25日～26日）が東京国
際フォーラムで開催され、海洋環境保全・水処理・バイオ関係の研究者、企業関係者、大学関係

者が集まりました。本学の主な出展は次のとおりです。 
・可食性フィルム（海洋科学部 田中宗彦 先生） 

・水中投縄機 (海洋科学部 酒井久治 先生) 

・液体連続殺菌装置 (海洋科学部 酒井昇 先生) 

・海藻残渣を用いた土木用凝集沈殿剤 (海洋科学部 榎牧子 先生) 

 

 

   

 

 

◆ 「第 1回モノづくり連携対象」（日刊工業新聞主催、新エネルギー・産業技術総合研究機構＝

ＮＥＤＯ共催、中小企業基盤整備機構特別協力）において、本学社会連携推進共同研究センター、

海洋科学部、東洋建設、気仙沼大島宝島委員会及び気仙沼地区漁業共同組合大島支所の合同プロ

ジェクトである、【水産廃棄物を活用した連携による環境問題と地域振興への貢献】が、特別賞を

受賞しました。同賞は産学官連携の優れた事例を顕彰し、我が国産学官連携の一層の普及発展に

つなげる趣旨で新設されたもので本学の取り組みが評価されたものです。平成 18年 10月 11日に

東京・有明の東京ビッグサイトで開かれる「産学官技術交流フェア」会場で受賞しました。 

 

 

 

 5-18 環境に関する社会貢献活動の状況 
・ 海洋科学部 

 

地球上の自然は、広い宇宙の中で掛け替えのない宝物です。この自然と人間とは敵対するも

のではなく、共存共栄を図らなければ、人間自身の存在もおぼつかなくなることから、昨今、

環境保全が叫ばれています。環境保全は、自然保護だけでは成り立たず、自然を壊さずに、そ

こに生活する人々の生活を維持・発展させることも必要不可欠であり、それ自身、自然と人間

活動との共存共栄を図ることを意味しています。これを実現するためには、持続可能な資源の

利用、すなわち余剰資源の利用や使用済み資源の再利用を図り、自然への負担をできるだけ軽

減させる必要があります。海洋では、沿岸域での水産増養殖によって得た生物資源の利用その

ものが、食糧増産のみならず、余剰資源の利用、すなわち持続可能な資源利用に大きく貢献し

ています。日本では、すでに栽培漁業を中心に広く水産増養殖が行われていますが、発展途上

国では、水産増養殖を行う技術が乏しく、未だに自然資源を直接、漁獲しており、多くの国々

では水産生物資源の枯渇、生態系の破壊が進んでいます。こうした問題を解決するために、本

学部教員は現在、国内外で、海洋を汚染しない栽培漁業、水産増養殖の技術・研究指導や地球

環境モニタリグ調査を通して、環境保全に関わる社会貢献活動を行っております。以下に、代

表的な活動例を示します。 
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１．大日本水産会や水産土木建設技術センターなどが実施する水産工学技術養成講習会における

講師として、魚と水環境、環境毒性などに関する講義を本学部教員が担当しています。 

２．沿岸環境保全の一貫として、駿河湾の養殖場で漁場環境保全・修復のための長期モニタリン

グを実施し、漁業者にデータを提供しています。 

３．日本財団の支援により、東京湾・相模湾において長期環境モニタリングを実施し、ホームペ

ージを開設して、測定データをリアルタイムで配信しています。 

４．全世界の環境保全を目的とした環境生物モニタリング調査（NaGISA－Natural Geography in 

Shore Area（なぎさ））の中で、サンゴ礁海域での調査・指導（NaGISA阿嘉島ワークショッ

プ）の講師として、本学部教員が協力しています。 

５．国際協力機構(JICA)の主催する持続的増養殖開発コース、漁業コミュニティ開発計画コース

などにかかわる講師として、環境保全指導を含めて途上国に対する技術援助に関する調査研

究および普及啓発を目的とした講義をそれぞれ約 10名の本学部教員が担当しています。 

６．国際協力機構(JICA)の短期派遣専門家として、水産増養殖技術指導や環境保全指導などを分

担しています。主なプロジェクトは、①トンガ水産増養殖研究開発計画、②パラオ国際サン

ゴ礁センター強化プロジェクト、③コスタリカ・ニコヤ湾持続的漁業管理計画、④バヌアツ

共和国・豊かな前浜プロジェクトなどです。 

７．環境に関する共同研究として、①環境省「地球環境研究総合推進費」による「サンゴ礁生態

系の撹乱と回復促進に関する研究」、「サンゴ礁生物多様性保全地域の選定に関する研究」、

②パラオ国際サンゴ礁センターとの環境保全にかかわる共同研究「地球温暖化に伴うサンゴ

白化・死滅現象によるサンゴ礁生物群集の変化の把握と回復に関する調査・研究」などを実

施しています。 

さらに，③サンゴ礁保全再生については、日本最大のサンゴ礁「石西礁湖」で有性生殖を

利用した再生技術の研究(科研 A )を続け、環境省の石西礁湖自然再生事業に活用されていま

す。また石垣島名蔵湾において共同研究(科研 S)で、流入物質の影響を定量化する環境評価シ

ステムの開発を進めています。同じく宮古島では、白化で瓦礫化したサンゴ礁の再生を目指

し、環境大臣の視察を受けました。また国交省による沖の鳥島のサンゴ再生や、熱帯海域の

サンゴ再生手法開発(インドネシア・マナド、鉄鋼環境基金)にも協力しています。 
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・ 海洋工学部 
 

１．省資源関係 

①情報の伝達にできるだけ紙媒体を使わず、メールなどにより知らせるようにしています。 

②江東区の水辺に親しむ会など協力し地域の環境保全運動や防災運動を行っています。 

２．研究関係 

①船舶用機関の排気ガス対策など、環境保全に関する多くの研究を行っています。 

②ヘイエルダール賞基金を獲得し、海洋科学部と共同で船舶のバラスト水処理装置の開発や

バラスト水検査システムの研究を行っています。 

③誘導加熱を利応用した沈没船の油処理システムの開発を行っています。 

④自然エネルギーを利用する風力発電システムなどの研究を行っています。 

３．その他 

①海洋を汚れから守るために、練習船などの実習に際し学生への環境教育を徹底しています。 

②都内でも有数の緑を守るために、定期的に木々の手入れを行っています。 

③学生が自主的に清掃日などを設け、校内の環境維持に努めています。 

 

 

 

 

 

 



39 

 ・学生による環境省エネ活動  
 

東京海洋大学には環境への関心が高い学生が多くいます。サークルとして、または個人として、

キャンパスでの研究や各種活動の経験を活かした様々な環境や社会に貢献する活動を行っていま

す。 

 

◆ 海での清掃活動 

・潜水部では毎年 11月に、｢海の環境を保全したい｣という高い志の

もと、日ごろの練習の成果を活かして、地元環境団体と協同で横浜

の山下公園前の海底清掃活動を実施しています。 

・海がめ保護活動を展開しているサークル｢うみがめ研究会｣は、活

動を通じて関わりのある海岸を中心に清掃活動を実施しています。 

 

◆ 環境学習支援 

潜水部では日ごろの研究活動の成果を活かして、公営の自然教育園等でインタプリターとして

自然保護や環境汚染防止の啓発活動を実施しています。 

 

◆ 地域交流推進 

・重要文化財「明治丸」の特別公開等で、会場案内や清掃活動

などをサポートしています。 

・越中島キャンパスの学生寮の寮生全員で、寮周辺の清掃を行

い、周辺地域における環境活動に参加しています。 

 

◆ ３Ｒの推進 

学園祭（海王祭）では 「エコ学園祭」を目的にして、ゴミの削減の３Ｒ（リデュース、リユー

ス、リサイクル）の啓発活動や生協と協同してエコ容器の使用を促進しています。 

 

◆ 学生間交流 

・他大学、生協等が催している環境活動交流や環境学習会に参

加して、他大学の学生との交流活動も行っています。2005年は

全国規模の環境系学生サークルが主催する環境イベントが東京

海洋大学で行われました。 

・学生からの情報発信源として、環境保全に関するポスター、

ホームページを作成し、大学内外に環境意識の向上を促してい

ます。 

・部活動の部屋、学生会の部屋など課外活動施設の最適な利用

と環境・省エネ活動の推進のため、各学生団体間の連携を深め、

協力を行うことを検討しています。 

・生協学生委員による環境配慮商品やサービスの企画、地域社会と連携した活動などは生協の事

業や各種活動に反映されています。 

自然体験学習会 
｢森の楽校 環境教育セミナー｣ 
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  5-19 その他の取組  
 

 

危険物・廃棄物・化学薬品などに起因する環境汚染や 
それらの購入・処分方法と手順にかかわる管理 

平成 16年から、危険物・廃棄物・化学薬品などに起因する環境汚染やそれらの購入・処分方法

と手順にかかわる管理を強化し、そのための体制を整備をしています。特に化学薬品については、

それらを集中して把握・管理する学内組織を立ち上げています。現在、学内 LANを利用した薬品

管理システムの導入を検討しています。また、平成 17年に、環境汚染や重大事故につながる恐れ

のある、物品の取り扱いにかかわる注意点ならびにガイドラインをまとめ、健康・安全手帳とし

てホームページに公開しています。このように安全、衛生、健康を含め、より総合的な環境保全

対策に取り組んでいます。 

 

 

廃棄物の取り扱い  

ごみの分別の徹底と、ごみの減量及び再資源化に取り組んでいます。具体的には、越中島キャ

ンパスでは、各自において廃棄物集積所または各棟に設置されているゴミ箱に分別して搬出する

こと、また品川キャンパスにおいては各研究室に東京都指定のごみ袋を置き、分別して廃棄、随

時廃棄物集積所に持ち込むこととしています。なお、粗大ごみについては、両キャンパスともに、

3ヶ月に 1回程度の割合で学内周知し、受け付けています。 

 

 

分煙対策  

分煙対策を実施しています。建物内の全面禁煙、建物外では灰皿を設置してある指定場所以外

での喫煙禁止、歩きタバコおよび吸殻のポイ捨て禁止となっています。分煙対策の徹底を図るた

め、学生には学生生活のガイド誌である「CAMPUS GUIDE」において注意を喚起し、また学内者

は無論のこと学外からの来客には主要な建物の入り口等に「建物内全面禁煙」のポスターを掲示

して分煙対策の周知と協力を依頼しています。この分煙対策の推進は、キャンパスの美観の保全

や防火という観点からも功を奏し、また教職員の禁煙にも少なからず貢献しています。  
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 6.  資料編 
6-1  環境に関する科目 

 

東京海洋大学は、環境保全に関する多くの授業を行っています。平成１８年度において「環境」

を含む科目は以下のとおりです。 

 

番号 区分 科目区分 開講
学年

科目名 担当教員 

1 海洋科学部全学科 教職に関する科目 4年 総合演習 佐々木剛 

2 海洋科学部全学科 基礎教育科目 1年 こころとからだ 
木谷誠一 
山崎秀勝 

3 海洋科学部全学科 総合科目 1年 生命倫理 小松美彦 
4 海洋環境学科 専門科目 3年 環境汚染防止論 林 哲仁 

5 海洋環境学科 専門科目 2年 分析化学実験 
水圏環境化学 
講座教員 

6 海洋環境学科 専門科目 3年 水圏環境化学実験 
水圏環境化学 
講座教員 

7 海洋環境学科 専門科目 3年 海洋環境機械学 酒井久治 
8 海洋環境学科 専門科目 3年 海洋機能材料学 兼廣 春之 
9 海洋環境学科 専門科目 3年 大気科学 岩坂直人 

10 海洋環境学科 専門科目 3年 環境微生物化学 浦野直人 
 11 海洋生物資源学科 専門科目 3年 漁具学 稲田 博史 
12 食品生産科学科 専門科目 3年 資源利用化学 石崎松一郎 

13 食品生産科学科 専門科目 2年 食品生産システム調査 
食品生産科学科

教員 

14 食品生産科学科 総合科目 1年 フレッシュマンセミナー 
食品生産科学科

教員 
15 食品生産科学科 専門科目 3年 食品ゼロエミッション通論 崎山高明 
16 食品生産科学科 専門科目 3年 食品包装論 崎山高明 
17 海洋政策文化学科 専門科目 3年 海洋文学 三浦 笙子 
18 海洋政策文化学科 専門科目 3年 水圏環境教育論 佐々木剛 
19 海洋政策文化学科 専門科目 3年 地域環境論 川辺 みどり 
20 海洋政策文化学科 専門科目 2年 地域政策論 川辺 みどり 
21 海洋政策文化学科 専門科目 2年 海洋環境経済論 川辺 みどり 
22 海洋政策文化学科 専門科目 3年 環境思想 海上知明 
23 食品生産科学科 海洋生物資源学科 専門科目 2-3年 公衆衛生学 木谷誠一 
24 水産専攻科 専門科目 専攻科 船舶衛生論 木谷誠一 
25 海事システム工学科 専門科目 2年 航海気象学Ⅰ 岩坂直人 
26 海事システム工学科 専門科目 3年 航海気象学Ⅱ 岩坂直人 
27 海事システム工学科 専門科目 3年 航海環境論 小橋史明 
28 流通情報工学科 専門科目 1年 複合一貫輸送工学 渡邉 豊 
29 流通情報工学科 専門科目 1年 物流施設計画学 苦瀬博仁 
30 流通情報工学科 専門科目 3年 国際交通論 遠藤伸明 
31 海事システム工学科・海洋電子工学科 専門科目 3年 海運経済論 遠藤伸明 
32 博士前期課程 海洋環境保全学専攻 海洋化学 1年 環境機能材料化学 兼廣 春之 
33 博士前期課程 海洋環境保全学専攻 海洋利用政策文化学 1年 海洋環境文学論 三浦 笙子 
34 博士前期課程 海洋環境保全学専攻 海洋利用政策文化学 1年 Nature Writing 文学論 三浦 笙子 
35 博士前期課程 海洋環境保全学専攻 環境システム工学 1年 環境解析論 小橋史明 
36 博士前期課程 海運ロジスティクス専攻 流通システム工学 1年 流通設計論 黒川 久幸 
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 6-2  東京海洋大学技術シーズ集 
 

 

 東京海洋大学では、環境配慮に関連した研究活動を幅広く行っています。その研究成果は「東

京海洋大学技術シーズ集」としてホームページを通して社会に情報発信し、社会貢献に役立てて

います。 

 

「東京海洋大学技術シーズ集」ホームページアドレス 

http://chizai.s.kaiyodai.ac.jp/chizai_seeds.php 
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 6-3  環境報告書ガイドラインとの比較 

 

 東京海洋大学環境報告書 2006は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮

した事業活動の促進に関する法律（環境配慮促進法）」に準拠し、環境省の「環境報告書ガイドラ

イン（2003 年度版）」を参考にして作成しています。環境報告書ガイドラインでは、環境報告書

に記載することが望ましいと考えられる情報 25項目が列挙されています。 

 次の表は、環境報告書ガイドラインと本環境報告書との記載事項を対比したものです。 

 

環境報告書ガイドライン 
東京海洋大学環境報告書 

2007該当箇所 
頁 

記載のない場合 
の理由 

１）基本的項目 

① 
 
経営責任者の緒言 
（総括及び誓約を含む） 

環境配慮の方針 1  

② 
 

報告に当たっての基本的要件 
（対象組織・期間・分野） 

報告に当たっての基本的要件 3  

③ 事業の概要 大学概要 3  

２）事業活動における環境配慮の方針・目標・実績等の総括 

④ 事業活動における環境配慮の方針 環境配慮の方針 2  

⑤ 
 

事業活動における環境配慮の取り組

みに関する目標、計画及び実績等の総

括 

環境配慮の取り組みとその評

価 
10  

⑥ 事業活動のマテリアルバランス 総エネルギー投入量など 17  

⑦ 環境会計情報 環境保全コスト 30  

３）環境マネジメントに関する状況 

⑧ 環境マネジメントシステムの状況 
環境マネジメントシステム，練

習船における海洋環境保全の

取り組み 

13 
31 

 

⑨ 
 
環境に配慮したサプライチェーンマ

ネジメント等の状況 
業務を委託している業者の環

境活動の取り組み 
33  

⑩ 
 
環境に配慮した新技術等の研究開発

の状況 
東京海洋大学技術シーズ集 42  

⑪ 
 
環境情報開示、環境コミュニケーショ

ンの状況 
環境関連の展示会への出展状

況 
35 

 
 

⑫ 環境に関する規制遵守の状況 

化学物質排出量・移動量及びそ

の低減対策，環境に関する規制

遵守の状況，練習船における海

洋環境保全の取り組み 

22 
23 
31 
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⑬ 環境に関する社会貢献活動の状況 
環境に関する社会貢献活動の

状況 
36  

４）事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた取り組みの状況 

⑭ 
総エネルギー投入量及びその低減対

策 
総エネルギー投入量及びその

低減対策 
17  

⑮ 総物質投入量及びその低減対策 
総物質投入量及びその低減対

策 
26  

⑯ 水資源投入量及びその低減対策 
水道使用量及びその低減対策 

19  

⑰ 
温室効果ガス等の大気への排出量及

びその低減対策 
温室効果ガス等の大気への排

出量及びその低減対策 
21  

⑱ 
化学物質排出量・移動量及びその低減

対策 
化学物質排出量・移動量及びそ

の低減対策 
22  

⑲ 総製品生産量又は販売量 
 

 
製品の生産および販

売は行っていない 

⑳ 
廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

及びその低減対策 

廃棄物等総排出量、廃棄物最終

処分量及びその低減対策 27  

○21  総排水量及びその低減対策 総排水量及びその低減対策 20  

○22  
輸送に係る環境負荷の状況及びその

低減対策 
 

 
輸送を業務としてい

ない 

○23  
グリーン購入の状況及びその推進方

策 
グリーン購入の状況及びその

推進方策 
28  

○24  
環境負荷の低減の資する商品、サービ

スの状況 
環境に関連する科目 41  

５）社会的取り組みの状況 

○25  社会的取り組みの状況 
 

 把握しなかった 
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東京海洋大学では、大学を挙げて、環境問題に取り組んでおります。本報告書はこ

うした大学の取り組みの、昨年度の活動概要を取りまとめたものです。ここには本学

における環境問題への取り組みの姿勢、対応する組織、そしてこれまでに行った対策

とその成果など、学内外での環境保全活動について記録しました。この報告書は記録

としてだけではなく、これから新しく活動する際の指標として役立つものです。今後

の活動により、さらに省エネを実現し、クリーンで環境にやさしい大学になることを

期待しています。 

 

環境保全委員会委員長 今津隼馬（いまづ はやま） 
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編集        東京海洋大学 環境保全委員会
お問合せ先        東京海洋大学 財務部施設課

〒108-8477 東京都港区港南 4-5-7
TEL 03-5463-0382
FAX 03-5463-0386

環境報告書 2007ホームページ
http://www.kaiyodai.ac.jp/Japanese/info/kankyo3.html


